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第４章 施策の展開 

 

第１節 農業 

 

１ 多様な担い手の確保と組織・人材の育成 
 

 農林業の原動力は、人材と組織の力です。高齢化や地域特性などを踏まえ、多様な人材が

意欲的に農林業の営みにかかわり、効率の良い組織と、地域農業の振興を目指した人材の育

成を図る施策を展開します。 

 

１－１ 多様な担い手の確保及び支援 

 地域農業・農村の発展を継続的に支えるため、多様な人材を確保します。 

 

【現状と課題】 

 ⑴ 耕作者の高齢化が進み、後継者のいない農家が離農しています。 

 ⑵ 若手の育成には経営意欲を増進できるような支援が求められています。 

 ⑶ 農家の補完労働力確保のための支援や農福連携支援を行っています。営農過程で生

じる一時的な労働力不足を補完するため、事業を継続していく必要があります。 

 ⑷ 農村環境の維持のためには、多様な人材の参入を受け入れる必要があります。 

 ⑸ 多様な人材の参入を受け入れるためには、就農環境だけでなく、住まいなどの生活

環境を整える必要があります。 

⑹ 農業におけるワークライフバランスの実現には家族経営協定※が有効ですが、重要性

や必要性が伝わっておらず、家族経営協定※を締結する農家は一部にとどまっています。 

     

ポイント 

 ⑴ 将来の担い手を育成・確保するための新規就農者への支援 

 ⑵ 多様な担い手の確保による農家の労働力の確保 

⑶ 農業後継者育成支援 

⑷ 家族一人ひとりが主体的に経営に参画でき、意欲と能力を存分に発揮できる環境の整備 
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【施策の方向】 

⑴ 新規就農者の確保と育成 

⑵ 多様な担い手農家や補完労働力人材確保の推進 

 ⑶ 家族経営協定※の締結を推進し、親元就農者への支援を行う 

 

【施策】 

 ⑴ 新規就農者育成対策事業の推進による農業研修生の確保 

   営農準備資金の交付、家賃補助、農地、農業機械等の支援 

 ⑵ 就農相談会への出展、農業ツアーの実施 

 ⑶ 農業との関わり方を提案した多様な担い手の確保 

 ⑷ 担い手の住生活環境の確保 

 ⑸ 家族経営協定※のＰＲ及び締結支援 

 

【期待される効果】 

 ⑴ 将来の農業の担い手となる人材の確保 

 ⑵ 農業後継者不足の解消 

 ⑶ 高齢者や障がい者等の働く場の確保 

⑷ 家族農業経営の環境改善 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R2） 目 標 値（R8） 

新規就農者育成対策事業研修終了後の

営農継続者数 
３７人 ５３人 

家族経営協定※の締結数 ２３４人 ２７０人 

                           

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ 就農者育成対策事業 

⑵ 新規就農者育成事業 

⑶ 農業労働力補完支援事業 

⑷ 未来を担う農業経営者支援事業 

⑸ 家族経営協定※の締結推進 
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１－２ 中心となる農業経営体※の支援 

地域をリードする、優れた経営感覚を持った経営者を育成します。 

 

【現状と課題】 

⑴ 市内１９地区で将来方針を作成、地域農業を担う中心となる農業経営体※を位置付け

ました。今後も、地域農業を持続的なものとするため、農業経営体※を支援し、将来方

針の実現に向けた活動を継続していく必要があります。 

⑵ 集落営農組織※内の高齢化により５年後、１０年後の活動計画の策定が出来ない状況

  です。 

⑶ 労働力不足を補い作業時間の短縮を図るには、機械・施設等の整備が必要です。その

ため、先端技術を活用したスマート農業※を導入し、データに基づく農業経営を推進し

ていますが、導入には資金面での負担などの問題があり、積極的な導入に至っていません。 

 

ポイント 

⑴ 地域農業を担える農業者の育成 

⑵ スマート農業※の推進 
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【施策の方向】 

⑴ 地域の中心となる農業経営体※を育成 

 ア 認定農業者※、認定新規就農者の育成、支援 

 イ 農業法人設立及び集落営農組織※の育成・支援 

⑵ スマート農業※の推進 

⑶ 人・農地プラン※の推進 

 

【施策】 

 ⑴ 認定農業者※、認定新規就農者の育成、支援 

  ア 松本市農業支援センターと連携による、計画作成の指導、助言 

  イ 認定農業者※及び認定新規就農者を対象とする事業の積極的ＰＲ 

 ⑵ スマート農業※機械等導入に対する支援 

   作業管理機器、施設、機械の導入費の補助 

⑶ 人・農地プラン※実現に向けた話し合いの継続及び地域の課題解決に向けた進捗状況

  の確認 

  

【期待される効果】 

 ⑴ 経営改善による所得向上 

 ⑵ スマート農業※導入による省力化、業務の効率化による就業環境の改善 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

農業生産額（販売農家※1 人当たり） ５５９万円 ７５０万円 

スマート農業※機械等導入に係る補助件数

（累計） 
０件 ２５件 

 

【目標に向けた主な取組み】 

⑴ 農業経営改善計画、青年等就農計画の認定  

⑵ 農業次世代人材投資事業（経営開始型）    

⑶ 未来を担う農業経営者支援事業 

⑷ スマート農業※推進事業 

⑸ 強い農業・担い手づくり総合支援交付金事業  

⑹ 人・農地プラン※推進事業      
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２ 農 畜 産 物 の 生 産 振 興 
 

 基幹産業としての農業の生産力及び販売力の向上を目指し、営農技術の向上や施設の維

持・増強を進めるとともに、環境に配慮した農業を推進します。 

また、防護柵※の設置などにより、野生動物・鳥類による農作物被害を削減します。 
 

２－１ 農作物の振興 

 松本市の農業の根幹である農作物の生産振興を推進します。 

 

【現状と課題】 

 ⑴ 松本市の水田農業は、技術改良と生産者の努力により、高い１等米※比率を誇るとと

もに、麦・大豆などの品目を組み合わせた効率的な生産が行われています。 

 ⑵ 米の生産数量目標の配分と米の直接支払交付金は、平成２９年度（２０１７年度）で

終了しましたが、松本市では、引き続き国・県の方針を踏まえた需要に見合った「米の

適正生産」を推進します。 

⑶ 園芸作物は、農業者の高い技術力と農業関係団体の先駆的な取組みにより、野菜、果

樹、花きなど数多くの品目が生産されています。 

 ⑷ 松本市で栽培されている「信州の伝統野菜※」は、「松本一本ねぎ」の他、中山間地域

で栽培されている希少野菜の「保平蕪」「稲核菜」などがありますが、栽培面積、生産

量が減少しています。 

 ⑸ 認定農業者※等への水田利用集積を進め、低コスト・省力化による効率的な経営を確

立し、需要に即した計画的な生産・流通対策が求められています。 

 ⑹ 産地の維持発展のため、担い手の確保や農業経営を支える取組みを進める必要があり

  ます。 

⑺ 自然災害や価格低下等の経営努力では避けられない収入減少への備えが必要です。 

 

ポイント 

 ⑴ 水田農業（米、麦、大豆、そば等） 

  ア 国の制度を活用した農家の所得安定化 

  イ 認定農業者※等への土地の集積と生産効率の向上 

  ウ 需要に即した計画的な生産・流通対策 

 ⑵ 園芸作物（野菜、果樹、花き） 

   的確な需要の把握とオリジナル品種などを通じた競争力の向上 

⑶ 農業保険への加入促進 

  安心して経営に取り組める共済・収入保険への加入 

⑷ 特産品（信州の伝統野菜※） 

   栽培者の高齢化に伴う栽培面積、生産量の減少、認知度の低さ 
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【施策の方向】 

 ⑴ 国・県の方針を踏まえた米の適正生産と支援措置を活用した戦略作物※（麦、大豆、

飼料作物、新規需要米等）、地域振興作物（野菜等）の生産性向上 

 ⑵ 野菜、果樹、花きの産地形成・基盤強化 

 ⑶ 農業保険への加入促進   

⑷ 特産品の認知度向上 
 

【施策】 

 ⑴ 水田や戦略作物※、地域振興作物の生産振興 

  ア 米の生産数量目安値を踏まえた適正生産を推進 

イ 中山間地域等の地域特性を生かした戦略作物※、地域振興作物の振興や技術の普及 

  ウ 地域に根付いた伝統野菜栽培の伝承を推進 

 ⑵ 担い手を中心とした水田農業の経営基盤の確立・強化 

  ア 担い手への水田の利用集積、経営所得安定対策等制度への加入を促進 

  イ 米と麦、大豆、そば等との複合経営と経営の低コスト・省力化の推進 

 ⑶ 戦略的品目を核とした園芸産地の構築 

  ア 長野県オリジナル品種など市場性の高い有望品種の導入 

  イ 加工・業務用に適した品目の導入 

ウ 国の補助事業を活用した産地の強化 

 ⑷ 持続性の高い安定した生産体制の確立 

ア ＩＣＴ※を活用したスマート農業※の普及、推進 

 イ 共済・収入保険の加入促進 

⑸ 栽培指導、作付け奨励による特産品の生産振興 
 

【期待される効果】 

 ⑴ 競争力のある効率的な経営を実現 

 ⑵ 認定農業者※などの効率的な経営体を中心とした水田農業の体質強化 

 ⑶ 強い競争力を持った園芸産地の構築    ⑷ 特産品の生産量の維持 
 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

米の生産数量目安値 １７，２１５ｔ １５，５００ｔ 

収入保険加入者数 １２２ (経営体) ８００（経営体） 

 

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ 経営所得安定対策等推進事業   ⑵ 農畜産物生産出荷安定対策事業 

 ⑶ 強い農業・担い手づくり総合支援 ⑷ 産地生産基盤パワーアップ事業 

 ⑸ 果樹共済加入促進対策事業    ⑹ 収入保険加入支援事業 

 ⑺ 農畜産物ブランド化推進事業   ⑻ スマート農業※を活用した経営改善の促進 
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２－２ 畜産の振興 

 畜産経営の高付加価値化と松本の畜産を守り育てることを推進します。 

 

【現状と課題】 

 ⑴ 松本市の畜産は、肉用牛、乳用牛、豚、鶏等の飼育がされており、採卵鶏及びブロイ 

ラー※は県内でも高いシェアを占めています。 

 ⑵ 飼養農家の高齢化や輸入自由化などから、肉牛の出荷頭数はここ数年で減少し続ける

など畜産経営は厳しい状況が続いていますが、国の事業を活用した施設整備などの経営

基盤強化を進めています。 

⑶ 設備の老朽化に加え、内陸地という特性の影響による飼料輸送費等の高コスト化から、

生産効率の高い経営が出来ない状態です。 

 ⑷ 収益性が高まらず、若い世代にとって魅力のある仕事となっていないため、後継者を

確保できないまま農家の高齢化が進んでいます。 

 ⑸ 豚熱や高病原性鳥インフルエンザ等の悪性な家畜伝染病が発生する事態に備え、主体

的に防疫措置を行う県との連携した対応が求められています。また、庁内の関係部局が

的確な防疫措置を迅速に講じることにより、畜産業及び市民生活への影響を最小限に抑

える必要があります。 

  

ポイント 

 ⑴ 畜産経営の安定化 

  ア 担い手の高齢化対策、経営基盤強化 

  イ 水田を活用した自給飼料の増産 

 ⑵ 消費者が求める畜産物の安定供給 

 ⑶ 家畜伝染病発生時の対応 

  ア 県と連携した防疫措置の実施 

  イ 庁内関係部局と連携した被害拡大防止 
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【施策の方向】 

 ⑴ 畜産業の持続と地域特性を生かした畜産の安定経営 

 

【施策】 

 ⑴ 畜産農家の収益向上支援 

  ア 公共牧場等の有効活用 

  イ 自給飼料の生産拡大 

  ウ 経営規模拡大 

 ⑵ 高付加価値畜産物生産の推進 

  ア 評価の高い実績を有する畜産農家の技術を広く普及 

  イ 信州牛銘柄向上推進事業による信州牛の銘柄の向上 

 ⑶ 家畜伝染病防疫対策 

  ア 家畜伝染病発生時における県と連携した迅速な対応 

  イ 松本市家畜伝染病防疫マニュアルに基づく庁内体制整備 

 

【期待される効果】 

 ⑴ 畜産業の安定経営と持続 

 ⑵ 松本の畜産物の流通促進 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

畜産農家数 ４３戸 ４３戸 

 

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ 高品質畜産物生産基盤確立支援事業 

 ⑵ 農畜産物生産出荷安定対策事業 

 ⑶ 畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業 

 ⑷ 家畜伝染病防疫対策 
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２－３ 環境農業の推進 

 生態系の機能を活用する資源循環型農業の再生を図ります。 

 

【現状と課題】  

 ⑴ 農業元来の生態系の機能を活用する資源循環型の「環境にやさしい農業」が注目され

ています。 

⑵ 農業の持続的発展と農業の有する多面的機能の健全な発揮を図るため、意欲ある農 

  業者が農業を継続できる環境を整え、農業が本来有する自然環境機能を維持・増進する

  ことが必要です。 

⑶ 有機農業者や緑肥を作付けするなど環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業者

団体へ支援を行っていますが、新規取組者が少なく、取組面積も広がらない状況です。 

⑷ 「環境にやさしい農業」の手法や効果について、広く知ってもらうためのＰＲが必要 

です。 

 

ポイント 

 ⑴ 環境保全能力を活かした農業の促進 

  ア 「環境にやさしい農業」の新規取組者の増加 

 ⑵ 更なる資源循環への取組み 

  ア 農業生産に由来する環境負荷の軽減 

イ 地球温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い取組みの推進 
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【施策の方向】 

 ⑴ 農地が保有する多面的機能を維持・保全 

 ⑵ 環境負荷軽減・資源循環型農業の推進 

 

【施策】 

 ⑴ 環境にやさしい農業の推進 

ア 化学農薬・化学肥料の使用量低減 

  イ 堆肥等有機物の施用による土づくり 

ウ 「環境にやさしい農業」の手法、補助制度、認定制度のＰＲ 

  エ 土壌分析に基づく適正な施肥 

  オ 総合的な病害虫防除の実施 

  カ 国の環境保全型農業直接支援対策※の加入を推進 

⑵ 資源循環型農業の推進 

  ア 堆肥や食品残さ等の活用 

  イ 自然環境の保全に資する農業の生産方式の検討 

ウ スマート農業※の活用による持続的生産体制の検討 

 

【期待される効果】 

 ⑴ 環境と調和した農業生産活動の普及 

 ⑵ 農業生産物の有効活用 

 

【指標・目標値】  

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

エコファーマー※の数 ３６６人 ４００人 

 

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ 環境保全型農業直接支払事業（環境保全型農業直接支援対策※） 

 ⑵ 環境にやさしい農業推進事業及びＰＲ 
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２－４ 鳥獣被害防除 

 農家経営意欲を減退させる野生動物・鳥類による農作物被害を削減します。 

 

【現状と課題】 

⑴ 鳥獣による農林業被害は、中山間地域等を中心に全国的に深刻化しています。 

⑵ 中山間地域では、野生動物による農作物被害が発生しています。 

⑶ 平坦地では、鳥類による被害が発生し、農家の経営に影響を及ぼしています。 

⑷ 松本市では、松本市鳥獣被害防止計画を策定し、銃器・檻
おり

、電気柵等の設置による捕獲・ 

防除対策、緩衝帯整備による生息環境管理など、鳥獣被害の削減に向けた総合的な対策

をしています。 

⑸ 防護柵※の未設置地区では、被害が増加していることから、引き続き防護柵※を設置す

る必要があり、防除に当たっては、集落ぐるみの取組みが必要です。 

⑹ 風雨などにより枯損木などが防護柵※に倒れ、各所で防護柵※の破損が発生しています。 

⑺ 担い手の高齢化により、防護柵※の維持管理が困難となってきています 

 

ポイント 

⑴ 中山間地域の野生動物による農作物被害防止 

⑵ 平坦地の野鳥による農作物被害防止 

⑶ 高齢化対策と防護柵※の適切な維持管理をするための担い手の確保 
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【施策の方向】 

⑴ 地域住民との協働による防護柵※の設置・維持管理 

⑵ 野生動物を寄せ付けない環境づくり 

 

【施策】 

⑴ 野生鳥獣被害防止対策の充実強化 

  ア 防護柵※の設置や維持管理 

  イ スマート農業※活用の検討 

  ウ 野生動物の生態や集落ぐるみで取り組む被害防除についての学習会 

⑵ 集落ぐるみの被害防除対策の推進 

  ア 学習会を継続して開催し、防護柵※の設置を推進 

  イ 集落ぐるみの面的な取組みの集落等捕獲隊推進 

  ウ 被害防除未実施地区の解消 

 

【期待される効果】 

⑴ 効果的な維持管理と省力化 

⑵ 生活環境の保全 

⑶ 被害軽減による営農意欲の向上 

⑷ 住民協働意識の高揚 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

獣害防護柵※の設置延長 １７５㎞ １８０㎞ 

農林業被害額 ４３，９２７千円 ４２，５００千円 

 

【目標に向けた主な取組み】 

⑴ 農産物生産振興対策事業 

⑵ 農林業有害鳥獣対策事業 

⑶ 地域住民との協働による防護柵※設置事業 

⑷ 生息環境管理（緩衝帯整備)事業 
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３ 農地利用の最適化と農地の保全 
 

 農地の多面的機能が発揮され、農業の生産基盤として利活用が図られるよう、農地利用の

最適化及び優良農地を保全するための施策を展開します。 

 

３－１ 農地利用最適化の推進 

担い手農家への集積・集約化と新たな担い手の確保を進め、遊休農地※の発生防止・解消

に努めます。 

 

【現状と課題】 

 ⑴ 担い手の高齢化による農業者不足が進んでいる地域があります。 

⑵ 各地区で策定した人・農地プラン※に従って農地の集積計画を推進していますが、受

け手の営農活動に余裕がないため集積が進んでいません。 

⑶ 平坦地を中心に農地の集積が進み、農地が不足している地域がある一方で、耕作条件

が悪い中山間地域等では担い手不足により不作付地や耕作放棄地※が増加している地域

があります。 

⑷ 地域ごとに異なる農地の集積状況の中、新たな担い手の確保と農地の有効利用を促進

していく必要があります。 

⑸ 農地パトロールを強化し、適正な農地利用を促進していく必要があります。 

⑹ 耕作や管理が困難になった農地を次の担い手へ、農地が遊休荒廃化する前に円滑に引

き継いでいくことが必要です。 

 

ポイント 

⑴ 担い手農家への農地集積・集約化の促進 

⑵ 新たな担い手の確保 

⑶ 農地の遊休荒廃化未然防止 
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【施策の方向】 

 ⑴ 認定農業者※の経営規模拡大への支援 

 ⑵ 認定農業者※への農地集積・集約化の推進 

 ⑶ 人・農地プラン※に基づく農地貸借の推進 

⑷ 新規参入や親元就農など新たな担い手確保への支援 

 

【施策】 

 ⑴ 土地利用型経営規模拡大奨励金※制度の推進 

  ア 認定農業者※、新規の設定に限定 

  イ 担い手が意欲的に経営規模拡大していくための支援 

 ⑵ 人・農地プラン※（農地中間管理事業※）における機構集積協力金の活用 

   「経営転換協力金」及び「地域集積協力金」制度 

 ⑶ 遊休農地※対策の推進 

  ア 遊休荒廃農地対策事業補助金（市単独事業）の交付 

  イ 農地パトロールなどの実施による適正な農地利用の促進 

ウ インターネットを活用した農地情報の提供 

 

【期待される効果】 

⑴ 経営耕地※面積の増加 

⑵ 経営規模拡大の促進 

⑶ 耕作放棄地※の発生防止 

⑷ 担い手農家の育成、確保 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R2） 目 標 値（R8） 

認定農業者※への農地集積面積 

（集積率） 

２，６１８ha 

（５７％） 

２，９００ha 

（６３％） 

農地法に基づく遊休農地※面積 ３１．５ha ２６．５ha 

集積率：2020 農林業センサス※販売農家※経営耕地※面積（４，５９７ha）における割合 

 

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ 土地利用型経営規模拡大奨励金※制度 

 ⑵ 農地中間管理事業※ 

 ⑶ 機構集積協力金事業 

⑷ 人・農地プラン※推進事業 

⑸ 松本市遊休荒廃農地対策事業 

⑹ 市ホームページ及び全国農地ナビ※への農地の売買、貸借情報の公開 
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３－２ 農地パトロール 

 農地パトロールを行い、農地の適正な管理と利用を推進します。 

 

【現状と課題】 

 ⑴ 農業委員会では、遊休農地※の発生防止や農地の違反転用防止等、適正な農地利用を

確保するため農業委員と農地利用最適化推進委員が、担当区域において経常的に農地パ

トロールを実施しています。 

 ⑵ 農地パトロールを基礎に、農地法に基づき、年１回、市内の全農地を対象に、農業委

員と農地利用最適化推進委員が地区ごとに利用状況調査を実施し、その結果を農地台帳

に反映しています。 

⑶ 再生利用が可能な遊休農地※は、所有者に利用意向調査を実施し、担い手との貸借を

推進する等、遊休農地※の解消に向けた調整活動等を行っています。 

 ⑷ 農地パトロール等で把握した違反転用農地は、所有者への解消指導を計画的に進め、

適正な農地利用に努めています。 

 ⑸ 農地パトロールの実施に当たり、推進日を設け、委員への浸透を図っていますが、担

当区域で活動を偏りなく進めるために更なる取組みが望まれます。 

⑹ 山間部等では、狭小で不整形な農地が多数存在し、農地の確認や現在地の特定さえ困

難な場合もあることから、委員による調査精度の向上を図るため、調査環境の整備が急

がれます。 

 

ポイント 

 ⑴ 農地パトロールにおける地域差と調査精度 

 ⑵ 遊休農地※対策の基礎となる正確な農地情報の把握 
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【施策の方向】 

 ⑴ 農地パトロールの体制強化 

 ⑵ 違反転用防止対策の強化 

 

【施策】 

 ⑴ 農地パトロール推進日の継続 

⑵ 農業委員会での定期的な活動報告や意見交換 

⑶ 委員の調査活動におけるタブレット端末の導入（ＩＣＴ※の活用） 

 地図（紙媒体）による調査から、農地情報や衛星画像等を取り込んだタブレット端 

  末による調査への転換 

 ⑷ 非農地判断※の推進 

 

【期待される効果】 

 ⑴ 農地パトロールの精度向上及び調査における地域差の改善 

⑵ 事務の省力化及び経費の削減 

 ⑶ 遊休農地※等の正確な実態把握に基づく効果的な農業施策の立案 

⑷ 非農地判断※による農地台帳の整理と守るべき農地の明確化 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

農地パトロールの実施 
農業委員等が経常活動として

推進日を設けて実施 

経常活動として実施するほか、

精度向上に向けてタブレット

端末を導入 

 

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ 農地法の的確な運用 

 ⑵ 調査実施要領に基づく計画的な調査の実施 

⑶ 調査者対象の研修会開催 
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３－３ 優良農地の確保 

 農地の農地以外への利用について適正に管理し、優良農地の保全に努めます。 

 

【現状と課題】 

⑴ 農地法により、農地を農地以外のものにすることを規制しています。 

⑵ 農業振興地域の整備に関する法律により、農業振興を図ることが必要であると認めら

れる地域を県が定め、その内、農用地として利用すべき土地の区域（農用地区域）を松

本市が設定しています。 

⑶ 農用地区域内の農地を農地以外の目的で使用したい場合には、農用地区域からの除外

（農振除外）をする必要があり、農地の無秩序な開発を制限しています。 

⑷ 高齢化や担い手不足による農地の遊休荒廃化が進んでいます。また、農地転用及び農

振除外の要望が増加しています。 

⑸ 農地の中には、山林原野化が進み、農業生産機能の回復が不可能となった土地があり

ます。 

 ⑹ 農地転用や農振除外の増加・計画の多様化に対して、法に基づく適格な運用による優

良農地の維持・保全が必要となります。 

⑺ 農地への太陽光発電設置は、法に基づく農業上の利用との適正な調整のほか、景観や

環境への影響についての調整を図る必要があります。 

 

ポイント 

 ⑴ 法に基づく適正な優良農地保全 

 ⑵ 社会状況の変化に応じた土地利用 
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【施策の方向】 

 ⑴ 農地法及び農業振興地域の整備に関する法律の的確な運用による優良農地の維持・保全 

 ⑵ 松本市都市計画マスタープランなどの他の土地利用計画との整合 

 

【施策】 

 ⑴ 農地法と農業振興地域の整備に関する法律の的確な運用の推進 

 ⑵ 松本農業振興地域整備計画※の総合見直しの実施 

   他計画との整合を図った農業振興地域整備計画の策定 

  

【期待される効果】 

 ⑴ 現況の土地利用に沿った優良農地の確保 

 ⑵ バランスの取れた土地利用の実現 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

農振農用地面積 ７，５２４ha ７，３３４ha 

松本農業振興地域整備計画※

の総合見直しの実施 

Ｈ２６～２８年度に実施済 

Ｒ４～６年度に実施予定 
見直し完了 

 

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ 農地法及び農業振興地域の整備に関する法律の的確な運用 

 ⑵ 農業振興地域整備計画管理事業 
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３－４ 農村地域の共同活動 

 農地の機能や景観を保全し、次世代へ継承していくための支援を進めます。 

 

【現状と課題】 

 ⑴ 農地や農業用水などの機能や景観を保全し、良好な状態で次世代へ継承していくため、

農家を始め地域住民全体がその保全活動に取り組むことができる支援を講じています。 

 ⑵ 中山間地域においては、生産条件面等に関する不利な条件を補正するための措置を共

同取組により実施し、地域の農業を基幹産業として守るとともに、水源のかん養※、農

村景観の形成、ゆとりと安らぎの場の提供などの多面的機能の維持を図っています。 

⑶ 農業生産基盤施設の老朽化が進んでいることから、適切な維持管理により、施設の長

寿命化を図る必要があります。 

⑷ 農業・農村の有する良好な景観の形成や農地の遊休荒廃化の防止には、地域の共同活  

動による適切な保全管理の維持が必要です。 

⑸ 農家の減少や高齢化が進み、これまで同様に地域の共同活動に取り組むことが難しく

  なることが想定されることから、制度の効果的な活用について、地域と一体となって取

  り組む必要があります。 

  

ポイント 

 ⑴ 農地や農業生産基盤施設の適切な保全管理 

 ⑵ 農家の減少や高齢化による共同活動の負担増 
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【施策の方向】 

 ⑴ 農地の環境保全に係る共同活動への指導と支援 

 

【施策】 

⑴ 多面的機能支払交付金事業の継続 

 ⑵ 中山間地域等直接支払事業※の継続 

 

【期待される効果】 

 ⑴ 農村資源の保全と景観形成 

 ⑵ 農地の機能維持と保全 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R2） 目 標 値（R8） 

住民共同活動による保全管理取組面積

（多面的機能支払交付金事業） 
４，０１２ha  ４，４９０ha 

住民共同活動による保全管理取組面積

（中山間直接支払事業※） 
２４１ha ２４１ha 

 

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ 活動団体への支援 

 ⑵ 多面的機能支払交付金事業 

 ⑶ 中山間地域等直接支払事業※ 
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４ 農 業 生 産 基 盤 の 整 備 
 

 農地、用排水施設及び農道・ため池等の整備による安定的な生産及び自然災害等の被害防

止のための施策を展開します。 

 

４－１ 生産基盤施設の整備 

 安定的な生産や生産性の向上には、農地、用排水施設及び農道などの整備や適切な維持管

理が必要です。 

 

【現状と課題】 

⑴ 松本市は、周囲の山々を源流とした多くの河川があり、その水は、平野部を中心に水

稲やその他農作物栽培のための農業用水として利用されています。 

⑵ 農業用排水施設や農道は、農業を支える基盤であり、その施設の維持や機能性の向上

は農業生産を支え、農地の高度利用のために必要不可欠です。 

⑶ ため池は、農業用水に恵まれない地域の貴重な水利資源です。 

⑷ 農業経営を効率的に行なうため、経年劣化の激しい箇所の補修が必要です。 

⑸ 農家の高齢化と減少が進む中、施設の管理や管理費が農家の負担になっています。 

⑹ 担い手農家へ農地を集積して効率的な利用を図り、農作業の省力化と農作物の生産性

を向上させるためには、土地の基盤整備が必要です。 

⑺ 現在、新規の土地基盤整備事業は計画されていませんが、集落単位では、土地基盤整

備を望む声もあります。 

⑻ 土地改良事業によって整備された施設の老朽化と地域の担い手農家の高齢化が、生産

意欲低下の原因になっています。 

⑼ 農業用施設を活用した小水力発電や太陽光発電事業が行われています。 

⑽ 国では、農業用水路を利用した小水力発電や太陽光発電について、導入から設置まで

を支援していますが、発電の売電価格は下落しています。 

 

ポイント 

⑴ 施設の老朽化に伴う、補修箇所の増加 

⑵ 農地生産機能の低下に起因する営農意欲減退による耕作放棄地※の増加 

⑶ 通作条件の改善と安全確保 

⑷ 小規模な生産基盤整備 

 ⑸ 農家の負担（施設管理や管理費）の増大 

⑹ 再生可能エネルギー※導入による維持管理負担の軽減 
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【施策の方向】 

⑴ 改修の必要性調査と改修計画の策定 

⑵ 土地改良事業による計画的な施設改修 

⑶ 農道の定期的な補修 

⑷ 受益者と住民との合意形成 

⑸ 小水力発電など農業生産基盤を活用した再生可能エネルギー※の導入促進 

 

【施策】 

⑴ 市内各地区１８団体（１６土地改良区・２組合）に対する意向調査の実施 

⑵ 改修計画の策定 

   受益者と協議し施設改修計画を策定 

⑶ 効率的な事業推進 

⑷ 効果的な補助の導入 

 

【期待される効果】 

⑴ 効率的な営農と生産性の向上 

⑵ 自然災害に強い生産基盤の整備 

⑶ 生産意欲の向上による持続的・効率的な農業経営と耕作放棄地※の増加防止 

⑷ エネルギーの地産地消の推進と維持管理経費の軽減 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

施設改修の調査と計画策定

する団体数 
１８地区 １８地区 

改修事業を実施する地区数 ４地区 ５地区 

事業を実施する地区数 ６地区 ７地区 

 

【目標に向けた主な取組み】 

⑴ 団体営土地改良事業 

⑵ 多面的機能支払交付金事業 

⑶ 市単独耕地事業 

⑷ 整備計画策定のための各団体への支援   

⑸ 土地改良事業による農道・基盤整備 
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４－２ 災害に強い生産基盤施設の整備 

 災害に強い生産基盤施設の整備と被害拡大を抑えるための各種対策を進めます。 

 

【現状と課題】 

⑴ 松本市には、１０４か所の農業用ため池があり、平成２３年度（２０１１年度）に市

 内全箇所の農業用ため池の安全性を調査しました。 

⑵ 近年、多発している集中的な豪雨の影響で、農地畦
けい

畔
はん

の崩壊、取水施設への土砂堆積

及び用排水路の溢水
いっすい

といった災害が発生しています。 

⑶ 全国では、豪雨によって農業用ため池が決壊し、人的・物的被害が発生しているとこ

ろがあります。 

⑷ 災害は、農業生産機能の低下と復旧費用も重なり農家にとっては大きな負担です。 

 農業のみならず市民生活に影響を及ぼさないよう、災害に強い施設整備を進める必要が

あるほか、災害被害の発生を未然に防止するための対策が必要です。 

⑸ 災害に強い生産基盤施設の整備のほか、人的な危機管理体制の強化が必要です。 

 

ポイント 

⑴ 急増する豪雨災害への対策 

⑵ 災害に強い生産基盤施設の整備 

⑶ 災害被害の発生を未然に防止 
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【施策の方向】 

⑴ 計画的な耐震補強工事の実施 

⑵ 土地改良事業による計画的な施設改修 

 

【施策】 

⑴ 耐震調査の実施 

⑵ 改修計画の策定 

   受益者と協議し施設改修計画を策定 

⑶ 効率的な事業の推進 

⑷ 防災減災対策事業の推進 

⑸ 防災計画等の整備促進 

 

【期待される効果】 

⑴ 農業生産基盤の維持 

⑵ 地域住民の安全確保 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

ため池改修の実施箇所数 １か所 １０か所 

 

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ ため池管理者への支援 

 ⑵ 土地改良事業による施設整備 

 ⑶ 農業水路等長寿命化・防災減災事業 

⑷ 被害想定区域の把握 
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５ 農畜産物の販売力強化と地産地消・食育の推進 
 

 消費者の期待と信頼が寄せられる産地の確立を目指し、松本産農畜産物の更なる品質向上、

消費拡大、高付加価値化を進めるとともに、新鮮で安全な食の確保と地域の活性化、食文化

の伝承等の観点から地産地消と食育を推進し、経済の好循環を生み出す農業を育みます。 

 

５－１ 農畜産物マーケティングの推進 

 農畜産物の品質向上と高付加価値化を図り、農畜産物のマーケティングを推進します。 

 

【現状と課題】 

⑴ 松本市内の食料品製造業は、ものづくり産業の中で事業所数及び従業者が最も多く、

製造品出荷額等は情報通信機械器具製造業に次いで２番目です。 

⑵ 農業や食料品製造を含めた食関連産業は、自然環境と相まって、松本市を特長付ける

  産業となっています。この食関連産業の価値を更に高めるためには、農商工連携を強化

  して、消費者等のニーズに合ったブランド化や海外輸出など、新たな取組みが必要です。 

⑶ 市域の農業産出額※は２００億円を超え、多品目にわたり果実、野菜、米穀類、畜産

がバランスよく産出されており、すいか、りんごの産出額は全国トップ１０に入るなど

有数の産地となっています。これを維持し、更に上げるためには、産地や生産物の認知

度向上、販売力強化の取組みが必要です。 

⑷ 生産量は少ないものの、市域には地域に古くから根付く伝統野菜、穀類等があり、安 

曇・奈川地区に多く残っています。これらを守っていくためには、活用して付加価値向 

上につなげ、地域自体の持続性を高める取組みが必要です。 

 

ポイント 

⑴ 食関連産業の価値向上 

⑵ 市農業産出額※の維持、向上 

⑶ 伝統野菜、穀類等の保存 
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【施策の方向】 

⑴ 農畜産物の販売力の強化、認知度向上 

⑵ ブランディングの推進 

⑶ 伝統野菜等の保護及び活用 

⑷ 異業種連携による活性化 

 

【施策】 

⑴ 単価や購入率の向上に繋がる販路拡大・消費拡大の支援 

⑵ 産地や生産物等の情報発信による認知度向上 

⑶ 地理的表示（ＧＩ※）の取得など国の制度を活用したブランド価値向上 

⑷ 地域の特徴のある農産物や伝統野菜を守り、美しい農山村の継承と付加価値向上 

⑸ 加工・流通業者、販売業者、デザイナー等との異業種連携 

⑹ 農商工連携によるインパクトのある商品開発、輸出の拡大及び関連産業の６次産業化 

 の推進 

 

【期待される効果】 

 ⑴ 松本ブランドの確立と認知度向上 

 ⑵ 他産地との差別化による松本産農畜産物の高付加価値化と消費拡大 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

農畜産物販売促進事業による 

商談成立件数（累計） 
０件 ６件 

 

【目標に向けた主な取組み】 

⑴ 農畜産物販売促進事業 
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５－２ 地産地消と食育の推進 

 新鮮で安心・安全な食の確保、健康な食生活の実現、地域農業の保全と活性化等を図るた

め、地場農畜産物の地産地消を推進します。 

 

【現状と課題】 

⑴ 地産地消は、地域で生産された農畜産物を地域で消費しようとする取組みで、直売所

  や加工の取組みなどを通じて６次産業化につながるものです。 

 ⑵ 消費者にとっては、「顔が見える関係」で生産状況なども確かめられ、新鮮で、安全

安心な農畜産物を消費できます。また、消費者と生産者の交流が図られ、食育の機会と

して重要です。 

⑶ 松本市では、ＪＡや地域住民が運営する直売所や小売店等の地場農畜産物コーナーが

設置され、市民が地場農畜産物を入手する機会が増えています。 

⑷ 子どもたちを対象に、農業者、農業団体等が独自のアイデア・方法により実施する地

  元産の食材等を教材とした食育活動・農業体験学習等が実施されることにより、農業に

  対する関心や理解が深まっています。 

⑸ 学校給食に地場農畜産物を使用し、食に関する指導の「生きた教材」として活用する

ことは地域の自然、文化、産業等に関する理解を深めるとともに、生産者の努力や食に

関する感謝の念を育む上で重要です。 

⑹ 国は、第４次食育推進基本計画において、学校給食における地場農畜産物を使用する

割合を増やすことを目指しています。松本市の学校給食における地場農畜産物等の使用

割合は長野県平均と比較し高い水準ですが、更に高める取組みが必要です。 

 

ポイント 

 ⑴ 安全・安心な農畜産物の供給と食育に向けた地産地消の推進 

⑵ 若年層の食や農への関心の向上 

⑶ 学校給食の地産地消を通じた食育の推進 

⑷ 学校給食の地場農畜産物使用率の更なる向上 
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【施策の方向】 

⑴ 生産者、消費者双方にとって魅力を感じる地産地消推進の仕掛けづくり 

⑵ 学校給食における地場農畜産物の利用と食育推進 

 

【施策】 

 ⑴ 消費者向け地産地消推進施策 

  ア 地産地消を進めるための情報発信と啓発、体験型事業の実施 

  イ 直売所等を活用した消費喚起策 

  ウ 地場農畜産物の理解を深める研修会等の開催 

 ⑵ 実需者※向け地産地消推進施策 

  地産地消推進の店※の登録拡大と事業連携 

⑶ 学校給食の地場農畜産物使用量の増加 

  ア 学校給食を通じた地産地消の推進 

 イ 農業者、直売所等と給食センターのマッチング 

 ウ 地場農畜産物の作付け、生育状況等の情報共有 

 

【期待される効果】 

 ⑴ 新鮮で安心・安全な地場農畜産物の流通・消費量の拡大、食や農への関心の高まりに

よる地域農業の活性化 

⑵ 生産者の安定的な農業所得の確保と営農意欲の向上 

⑶ 地域の農地の保全や地域食文化の継承 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

学校給食に松本地域産農産

物を使用する割合 
１９．３％ ２１％ 

対象は学校給食で使用量が多い野菜等１５品目 

松本地域：松本市、塩尻市、安曇野市、東筑摩郡 

 

【目標に向けた主な取組み】 

⑴ 子ども・若者農業体験支援事業 

⑵ 地産地消推進の店※登録制度 

 

 

 

 

 

 



- 48 - 

５－３ ６次産業化の推進 

 農畜産物を新たな産業や需要の創出につなげるため、６次産業化を推進します。 

 

【現状と課題】 

⑴ 農業を基幹産業として維持・発展させるために、農業者等が行う６次産業化に向けた

  取組みを支援しています。 

⑵ しかしながら、農業者だけで６次産業化に取り組むことは、資金や労働力の確保等の

  問題があり条件的に厳しいといった声もあります。 

⑶ 他方、松本市の食料品製造業は、製造業の中で事業所数・従業者数が最も多く、製造

  品出荷額も情報通信機械器具製造業に次いで大きいといった特徴があります。 

 

ポイント 

⑴ 松本市の強みを生かす調整機能 

⑵ 消費者から強い反響のある商品の開発やブランド化 
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【施策の方向】 

⑴ 松本市にある資源を最大限に生かした異業種連携、コーディネートの強化 

⑵ 強い反響が生まれる商品の開発、ブランド化への支援 

 

【施策】 

⑴ 商工業等との異業種連携、コーディネートの仕掛けづくり 

  ア 農業者自らが加工、販売等へ主体的に進出するための支援 

 イ （一財）松本ものづくり産業支援センターと連携した異業種連携、コーディネート 

ウ 異業種交流会等を開催し、新しいアイデアや展開のきっかけづくり 

⑵ 農産加工による高付加価値化の推進 

  ア 松本市農畜産物販売促進事業等による各種支援措置 

  イ 強い反響が期待できる事業の採択と評価検証の実施 

 

【期待される効果】 

 ⑴ 地場農畜産物を核とした新たな産業、需要の創出 

 ⑵ 商品開発、ブランド化による高付加価値化と松本産食材のイメージの向上 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R2） 目 標 値（R8） 

農商工連携による新たな商品開発件数 

（累計） 
１３件 ２８件 

 

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ 農畜産物販売促進事業   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 50 - 

６ 農 村 資 源 の 活 用 
 

 農林業の営みによって発揮される農業・農村の多面的機能の効果は、地域のみならず松本

市全体に波及しています。 

 この農村の持つ貴重な恵みを様々な視点から活用する施策の展開を図ります。 

 

６－１ クラインガルテン・農村体験・農村交流 

 都市と農村の交流により農村の活性化を推進します。 

 

【現状と課題】 

 ⑴ 自然や伝統、文化等の地域特性を生かした松本ならではの滞在型農村体験の取組みを

促進し、都市と農村の交流により、農村の活性化の推進を目指しています。 

 ⑵ 都市住民は、農村が持つ豊かな自然、美しい景観、ゆとりややすらぎの居住空間など

に魅力を感じており、農作業体験などによる地域間交流や農村へ移住希望者が増加する

など、農村地域への関心が高まっています。 

 ⑶ 松本市では、耕作放棄地※の有効活用策として、長期間滞在できる市民農園（クライン

ガルテン）を開設し、新しい形態による地元住民と都市住民との交流を図ってきました。 

 ⑷ クラインガルテンは、四賀地区に２か所、１３１区画、奈川地区に３か所、６０区画

の施設があり、毎年９５パーセント（うち、９割が県外者）を超える利用率を維持して

います。 

 ⑸ クラインガルテンは開設からの経年により、施設の老朽化が進み、定期的な補修や改

修が必要となっています。 

 ⑹ 松本市は広大な面積と多様な地域特性を有し、高いポテンシャルはあるものの農村資

源を活用しきれていません。 

 

ポイント 

 ⑴ 耕作放棄地※の有効活用 

 ⑵ 施設の老朽化対策 

 ⑶ 潜在的な農村資源の有効活用 
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【施策の方向】 

 ⑴ クラインガルテンの適切な整備・維持管理と魅力的な運営 

 ⑵ 都市住民の農村地域への関心を活用 

  

【施策】 

 ⑴ クラインガルテンの計画的な整備・改修等の実施 

 ⑵ 地域との協働による農村資源の活用 

 ⑶ 商工業や観光業と連携した農村資源の活用 

 

【期待される効果】 

 ⑴ 耕作放棄地※の活用 

 ⑵ 農村の活性化 

 ⑶ 交流人口の増加 

⑷ 移住の促進 

 

【指標・目標値】 

指 標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

クラインガルテン 

年間延べ利用者数 
６４，２００人 ６６，３００人  

 

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ クラインガルテン関連施設整備・維持管理事業 

 ⑵ 地域協働による都市と農村の交流推進 

 ⑶ 商工業や観光業との連携強化 
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６－２ 市民農園 

 市民農園の運営により、市民の農業への関心を高めるとともに農地の保全を図ります。 

 

【現状と課題】 

 ⑴ 市民農園は、農作物を栽培することを通じて、農業の大切さ、必要性等を知ってもら

うとともに、日々の忙しい生活の中で、余暇の過ごし方の一部として利用されています。 

 ⑵ 市内に２５か所の市民農園がありますが、常に空き区画がない状況です。 

 ⑶ インターネット等の普及により栽培方法など手軽に取得できるようになったことか

ら、自分自身で栽培を工夫する人が増え、農地を手軽に利用することができる市民農園

の需要が年々増加しています。 

 ⑷ 住宅地にある市民農園は、周辺の住環境を考慮した適切な管理が必要です。 

 

ポイント 

⑴ 市民農園の適正な管理 

⑵ 利用しやすい区画の整備 

⑶ 農園の定期巡回 
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【施策の方向】 

⑴ 市民農園の活用と適正な管理運営 

⑵ 農業に対する理解と健康増進 

 

【施策】 

 ⑴ 親しまれる市民農園の運営と維持管理 

 

【期待される効果】 

 ⑴ 農地の適正利用 

 ⑵ 補完的農業従事者の育成・確保 

 ⑶ 農業に対する理解と生きがい増進 

 

【指標・目標値】 

指 標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

市民農園数 ２５農園  ２５農園  

 

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ 健康生きがい市民農園事業 

 ⑵ 市民に親しまれる農園運営と利用促進 
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第２節 林業 

 

１ 森林の適切な整備と森林再生の推進 
 

 松本市総面積の８０パーセントを占める森林は、松本市全体に多種多様な恩恵を与えてく

れる、かけがえのない市民共通の財産です。 

「伐って」、「使って」、「植えて」、「育てる」の適正な森林の循環（資源の循環利用）を確

立するため、林業振興と森林整備を進めます。 

 令和３年（２０２１年）４月に変更策定した松本市森林整備計画に基づき、森林の持つ多

面的かつ公益的機能が持続できるように施策の展開を図ります。 

  

 １－１ 森林の整備 

 適切な森林整備を計画的に実施することにより、多面的機能の維持・増進を図ります。 

 

【現状と課題】 

⑴ 輸入材による木材価格の低迷により森林所有者の施業意欲が低下しています。 

⑵ 不在地主※の増加により、森林の集約化や面的な整備が遅れています。 

⑶ 戦後、造林された人工林※が、資源として利用可能な時期を迎えています。 

⑷ 松本市内のカラマツ林の多くが、伐期を迎えていることから、森林の循環を踏まえ計画

的な主伐※を主とした再造林の促進が必要です。 

⑸ 水源のかん養※、土砂災害の防止、二酸化炭素の吸収など、森林が持つ公益的機能の

維持・活用が求められています。 

⑹ 災害に強い森林づくりを目指すため、森林法及び地すべり等防止法により、長野県が

主体として実施する保安林※の指定、治山施設の設置や森林整備等の治山事業に、松本

市では、現地踏査、地元要望等の調整を行い、県への協力を行っています。 

 ⑺ 森林整備を図るため、林業事業体※の強化が必要です。 

 

ポイント 

⑴ 森林資源の保全、整備、活用 

⑵ 主伐※・更新の取組み 

⑶ 地元調整及び県との連携 

  ⑷ 県と連携した保安林※指定、治山事業の推進 
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【施策の方向】 

⑴ 森林整備の促進 

⑵ 市有林の適正管理 

⑶ 主伐※及び間伐※材の利用促進 

⑷ 主伐※・再造林の推進 

⑸ 森林の資源構成の平準化 

⑹ 地域要望の取りまとめ 

 

【施策】 

⑴ 森林整備の促進 

  ア 県補助を受けた私有林、財産区森林整備事業における嵩上げ補助 

  イ 市有林整備事業の実施 

ウ 県と連携した治山事業 

⑵ 搬出間伐※の推進 

 ア 国の森林・林業再生プランによる間伐※材利用の推進 

  イ 間伐※材の有効活用のための情報収集 

ウ 高性能林業機械の導入支援 

エ ＩＣＴ※の普及など一貫作業システム導入事業の推進による低コスト化の実現 

  

【期待される効果】 

⑴ 森林の保全と再生 

⑵ 松本産材の利用促進 

⑶ 森林による二酸化炭素吸収量の維持 

⑷ 土砂災害発生の防止 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R2） 目 標 値（R8） 

間伐※実施面積 ５５ha/年 ８５ha/年 

 

【目標に向けた主な取組み】 

⑴ 信州の森林づくり事業の促進 

⑵ 森林整備事業（市有林造成事業、嵩上補助）の推進 

 ⑶ 治山事業について県への要望 
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１－２ 森林の再生 

 松枯れ被害（松くい虫被害※）の拡大を遅らせ、松枯れの被害状況に応じて、伐倒処理、

更新伐（アカマツから広葉樹への樹種転換）等の森林再生を推進します。 

 

【現状と課題】 

⑴ 広大な森林域においては、松枯れ対策を実施しても被害抑止は困難です。 

⑵ 松枯れ被害（松くい虫被害※）の状況に応じて、材としての活用や、チップ等での利

用を推進し、伐採後の広葉樹林への遷移を速やかに誘導することが必要です。 

⑶ 樹種転換や更新伐等による森林再生は、森林所有者の不明等により、地域の合意形成

を図ることが課題となっています。 

⑷ 森林の再生を促進するには、不採算箇所等への林道・作業道整備が必要です。 

⑸ ライフライン（生活道路等）への障害等、危険な枯損木の処理は、最優先で実施する

必要があります。 

⑹ 立木がなくなれば、斜面崩壊を防止する機能や、降雨を一時的に吸収する機能は低下

し、災害発生が懸念されます。 

 

ポイント 

 ⑴ 松枯れの状況に応じた対策 

⑵ 樹種転換や更新伐等による森林再生の促進 

⑶ 事故や災害発生の未然防止対策 
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【施策の方向】 

⑴ 被害先端地に絞った伐倒駆除 

⑵ ライフライン（生活道路等）の安全確保対策 

⑶ 樹種転換、更新伐等の促進 

⑷ 災害を未然に防ぐための防災林の整備 

 

【施策】 

⑴ 伐倒駆除（枯損木の薬剤くん蒸）の実施 

⑵ ライフライン（生活道路等）の安全確保のための枯損木処理 

⑶ 所有者や地域の合意形成と樹種転換や更新伐等による森林再生の推進 

⑷ 面的な枯損木の伐採集積 

⑸ 個人の松等を守るための支援 

 

【期待される効果】 

 ⑴ 健全な森林の再生 

⑵ 市民生活の安全確保 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

里山再生(樹種転換等)面積 １０．７ha/年 １５．０ha/年 

 

【目標に向けた主な取組み】 

⑴ 松枯れ被害（松くい虫被害※）拡大を遅らせるための伐倒駆除 

⑵ ライフライン（生活道路等） の安全確保のための枯損木処理 

⑶ 樹種転換や更新伐等の里山再生事業 

⑷ 防災林整備事業 

⑸ 個人の庭木や地域の松等を守るための樹幹注入剤購入及び伐採に対する補助 
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１－３ 林道・作業道の整備 

 森林整備の基盤施設である林道・作業道の整備を計画的に推進します。 

 

【現状と課題】 

⑴ 森林作業道は、林業機械（２ｔ積程度の小型トラック等）の走行を想定し、間伐※作

業を始めとする森林整備、木材の集材・搬出のため整備をしています。 

⑵ 路網が整備された後の適正な維持管理が必要となります。 

⑶ 生活道路や観光道路としても利用される林道の整備が必要とされています。 

⑷ 林道の経年劣化により、舗装のひび割れや落石、土砂崩落が多く発生しているため、

舗装・法面の改良が必要とされています。 

⑸ 冬期間の通行を確保している路線もあり、舗装の痛みが非常に激しく、補修及び整備 

が必要とされています。 

 

ポイント  

⑴ 林道・作業道整備の推進 

⑵ 林道・作業道の適切な維持管理 



- 59 - 

【施策の方向】 

⑴ 松本市森林整備計画に基づく整備 

 

【施策】 

⑴ 林道の適正な維持管理 

  ア 林道の適正な改良及び維持管理 

  イ 低コストな林業を目指すための整備   

  ウ 生活、観光林道の更なる有効活用を図るための改修 

 ⑵ 作業道の適正な維持管理 

ア 地形、地質等の地域特性に適合した作業システム構築と普及推進 

イ 高性能林業機械の導入と効率的な作業システム普及 

ウ 作業道が作設された後の適正な維持管理 

  

【期待される効果】 

⑴ 効率的な森林施業 

⑵ 低コスト林業 

⑶ 生産性の向上 

⑷ 安全かつ経済的で継続性のある森林整備 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R2） 目 標 値（R8） 

林道延長（累計） ２８７，４６８m  ２８８，４０２m 

森林作業道延長（累計）  ７０，４００m ８０，０００m 

 

【目標に向けた主な取組み】 

⑴ 補助林道整備事業 

⑵ 県単林道整備事業 

⑶ 林道の開設及び改良の推進 

⑷ 森林造成事業 
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１－４ 森林経営管理制度と森林環境譲与税 

 森林環境譲与税を活用して、森林経営管理制度に基づいた森林整備を推進します。 

 

【現状と課題】 

⑴ 森林の経営や管理の確保を図る森林経営管理制度が平成３１年４月から施行され、市町

  村が主体となって、林業経営の効率化と森林管理の適正化を促進することとなりました。 

⑵ 森林整備とその促進に関する施策の財源とすることを目的とし、国から都道府県及び

  市町村に対して、令和元年度から森林環境譲与税が交付されています。 

 ⑶ 森林環境譲与税は、森林経営管理制度への財源に優先して充当することとされていま

  すが、多様な使途も考えられることから、市独自事業による活用も必要とされています。 

 ⑷ 所有者が不明確な森林や手入れ不足の森林が多く存在します。 

⑸ 境界が不明確な森林が多く存在します。 

 

ポイント 

 ⑴ 地域に多く存在する手入れ不足の人工林※の整備  

⑵ 地域に不在の森林所有者の確認 

⑶ 所有者不明の森林の探索 

⑷ 明確化されていない森林境界の確認 
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【施策の方向】 

⑴ 森林経営管理制度の推進 

⑵ 森林環境譲与税の適正な運用 

 

【施策】 

 ⑴ 森林経営管理制度に基づく森林整備 

 ア 森林の適切な経営や管理を目的とした、森林所有者への意向調査の実施 

 イ 林業経営に適した森林を意欲と能力のある林業事業体※への再委託 

 ウ 林業経営に適さない森林の市による管理 

 エ 所有者不明森林の調査 

 ⑵ 森林環境譲与税活用事業 

  ア 松本産材を利用した木材製品の普及活動 

  イ 各種森林整備・木材利用推進事業への支援 

ウ 市民に向けた木育活動 

 

【期待される効果】 

⑴ 森林の適切な経営や管理 

⑵ 森林整備の委託・発注による林業事業体※の活性化 

⑶ 森林所有者情報の把握 

⑷ 市民の森林・林業への関心の高まり 

⑸ 松本産材の地産地消による産業の発展 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R2） 目 標 値（R8） 

意向調査実施地域数（累計）   １地域 ６地域 

森林経営管理制度に基づく

森林整備箇所数（累計） 
 ０か所 ６か所 

（市内を１４地域に分け、令和１５年までに松本市全域で意向調査を実施する予定） 

 

【目標に向けた主な取組み】 

⑴ 森林所有者への意向調査の実施 

⑵ 森林所有者との経営管理権の締結 

⑶ 経営管理集積化計画の策定 

⑷ 林業経営に適した森林を意欲と能力のある林業事業体※への再委託 

⑸ 経営管理に適さない森林の市による管理 

⑹ 林地台帳システムや森林整備プランニングマップの整備 
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２ 持続可能な森林資源の活用 
 

  森林の多面的機能を持続的に発揮させ、循環型資源である木材活用を促進し、ゼロカー

ボンシティ実現を目指します。 

また、より多くの人が森林・林業・木材産業や木材活用に関わる場を創出し、森林を身

近に感じることで、里山の活用と再生を図っていきます。 

 

２－１ 地域材の活用 

 伐期を迎えた松本産カラマツを始めとする地域材の活用を推進し、地域林業の活性化を図

るため、松本産材としての地産地消の仕組みづくりを構築します。 

 

【現状と課題】 

⑴ 松本市内の人工林※の多くは伐期を迎えていますが、一方で若齢林が少なく、資源の

平準化が必要とされています。 

⑵ 松本産としての知名度アップが課題です。 

⑶ 新たに伐採から販売までのルートを構築する必要があります。 

⑷ 令和３年１０月１日からの木材利用に関する法改正に伴い、対象が公共建築物から

民間を含む建築物一般に拡大し、木材利用の一層の活用が求められています。 

 

ポイント 

⑴ 伐期を迎えた地域材の活用の推進 

⑵ 松本産材としての販路開拓 

⑶ 松本産材としての地産地消 

⑷ 公共建築物や民間建築物への木材利用の促進 
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【施策の方向】 

⑴ 伐期を迎えた松本産材の活用方法の検討 

⑵ 松本産材のＰＲと活用推進 

⑶ 国・地方公共団体と協定を締結した事業者等への必要な支援 

⑷ 民間施設への地域材利用拡大に向けた支援の検討 
 

【施策】 

⑴ 公共施設への地域材の活用 

 ア 庁内連絡会議の開催による計画と実績の検証及び木質化の周知 

 イ 公共建築物、民間建築物への地域材活用による需要の増加 

⑵ 松本産材のＰＲと活用の推進 

 ア 松本産材の建築資材への利用促進を図るための販路の構築 

 イ 建築資材への地域材利用の促進周知  

⑶ 松本産材の多角的・持続的な活用の推進 

ア 製材所、工務店、設計事務所等との連携 

イ 安定供給に向けた、市有林での整備による再生の検証   

⑷ 民間施設への地域材の活用 

 ア 個人住宅等における新築又はリフォーム時の信州産カラマツ材利用に対する補助 

イ 民間建築物への木材利用の拡大に向けた周知  

ウ 木材利用拡大に向けた国・県などの支援策が明らかになった段階で、民間への国・県

支援策に対する拡充支援や市単独での支援を検討 
 

【期待される効果】 

⑴ 伐期を迎えた地域材の需要増加 

⑵ 公共施設含む民間施設への木材利用の増加 

⑶ 松本産材の知名度アップと需要拡大 
 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値 目 標 値（R8） 

地域材を利用した公共建築物・公共

土木工事等の事業数（累計） 
８施設（R2） １０施設 

市有林の主伐※面積 ０．０ha/年（R2） ２．０ha/年 

カラマツ材住宅補助金によるカラマツ使用量 
３０㎥/年 

（H30～R2 平均） 
４２㎥/年 

 

【目標に向けた主な取組み】 

⑴ 森林の循環利用を高める事業の推進 

⑵ 松本市の公共建築物･公共土木工事、民間建築物における地域材利用の推進 

⑶ 松本市が実施するカラマツ主伐※事業による健全な森林整備循環の実証検証 

⑷ カラマツ材販路拡大事業の推進 

⑸ 木材利用拡大に向けた支援策の検討 
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２－２ 再生可能エネルギー※の導入促進 

 脱炭素社会の実現のため、松枯れ被害（松くい虫被害※）材や林地残材等の未利用材を有

効活用し、化石燃料から再生可能エネルギー※（木質バイオマス）への代替えを図り、ゼ

ロカーボンシティを目指します。 

 

【現状と課題】 

⑴ 令和２年１２月に、２０５０年ゼロカーボンシティを目指すことを表明しています。

また、第１１次基本計画において、重点戦略の一つに「ゼロカーボン」が位置付けられ、

あらゆる分野においてゼロカーボン実現に向けた取組みを強化することとしています。 

⑵ 化石燃料の使用を減らす手法の一つとして、木質バイオマスの活用を促進することが

期待されています。 

⑶ 木質バイオマスは、地域にある身近なエネルギー資源であり、災害時においても地域

完結型での活用を図ることができます。また、石油価格の変動等に左右されないため、

経営の安定化等に寄与するほか、域外に流出していた燃料に係る費用を地域で賄うこと

で、地域経済好循環を創出することができます。 

⑷ 松枯れ被害（松くい虫被害※）木は、伐倒駆除され山に残置されていますが、チップ

としての有効活用が期待されています。 

⑸ 松枯れ被害（松くい虫被害※）等を活用した木質チップの供給会社が設立されました

が、持続可能な供給体制を維持するためには、当該チップの需要の拡大が不可欠です。 

⑹ 木質バイオマスボイラー等の導入の促進を図るための取組みが必要です。 

 

  

ポイント 

⑴ 再生可能エネルギー※の地産地消 

 ⑵ 松枯れ被害（松くい虫被害※）木の有効活用 
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【施策の方向】 

⑴ 木質バイオマスの安定供給 

⑵ 木質バイオマスの需要拡大 

 

【施策】 

 ⑴ 木質バイオマスの供給体制の充実 

  ア 松枯れ被害（松くい虫被害※）材や林地残材※の効率的かつ経済的な搬出・チップ化 

  イ チップ化設備のバックアップ体制の構築 

  ウ 多様な薪生産体制の構築支援 

 ⑵ 木質バイオマスの需要創出 

  ア 薪ストーブ、ペレットストーブの適正な導入促進 

  イ 官民施設へのチップボイラー、薪ボイラーの導入促進 

ウ 木質バイオマス熱電併給に関する研究推進 

 

【期待される効果】 

 ⑴ 温室効果ガス排出量の削減 

⑵ 林地残材等の有効活用による林内の整備促進（景観の向上）と価値の創出 

⑶ 農山村環境と調和のとれた循環型社会の構築 

  

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値 目 標 値（R8） 

市域への木質バイオマス 

ボイラーの導入（累計） 
１台 ２台 

ストーブ関係補助金の交付台数 
３４台/年 

（H29～R2 平均） 
４１台/年  

 

【目標に向けた主な取組み】 

⑴ チップ化設備のバックアップ体制の構築 

⑵ コミュニティ主導の薪生産事業の事業化支援 

⑶ ペレットストーブ、薪ストーブの購入補助 

⑷ 公共施設への木質バイオマスボイラー導入 
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２－３ 里山の活用 

 市民にとって、森林を身近なものとして結び付けるため、市民や企業等の参加による里山

づくりを推進します。 

 

【現状と課題】 

⑴ 高度経済成長期以降の燃料革命や生活様式の変化とともに、里山の資源は次第に活用

や管理がされず、里山が荒廃してきています。 

⑵ 里山のほとんどは私有林であり、所有者の高齢化や市外への転居などで不在地主※も

多く、地元住民だけで維持管理を続けることは困難になっています。 

⑶ 里山づくりには、山林所有者ではない市民と、市民の日常の暮らしに直結していない

里山とを結び付けていく必要があります。 

⑷ 里山が備えている資源を生かし、環境教育や健康維持・増進の場として、里山活用が

市民から期待されています。 

 

ポイント 

⑴ 里山の整備 

⑵ 市民が里山へ関心を高めるための取組み 

 ⑶ 森林・林業グループと連携した林業体験学習等の実施支援 
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【施策の方向】 

⑴ 地元住民だけではなく、市民が一体となった里山の整備と維持管理 

⑵ 市民が気軽に里山に入り、自然の恩恵が感じられる場の創出 

  

【施策】 

 ⑴ 森林（もり）の里親促進事業の推進 

  ア 地域と企業を結び付けるための支援 

  イ 地域と企業が共同で行う里山づくり 

 ⑵ 環境教育や健康維持・増進の場の創出 

   環境教育（松枯れ対策）の実施 

   

【期待される効果】 

 ⑴ 里山環境の保全 

⑵ 市民が憩える場所の創出 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

里山整備実施団体数（累計） ７団体 ８団体 

 

【目標に向けた主な取組み】 

⑴ 市民の森整備事業 

⑵ 林業施設での自然の恩恵が感じられる場の創出 

 ⑶ 私有林の森林造成事業への市嵩上補助事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 68 - 

３ 担い手及び組織・人材の育成 
 

森林の持つ多面的かつ公益的機能を持続的に維持するためには、伐採や造林の現場を支

える林業従事者の確保は重要です。特に林業の将来を担う若手の育成のため、林業関連団

体との連携を図り、情報の提供、発信、支援が必要です。 

また、森林・林業に関する専門的かつ高度な知識及び技術を有する者を配置し、森林資

源の正しい把握と計画的な森林整備及び木材生産の施策の推進を図ります。 

 

３－１ 林業関連団体との連携・支援（ネットワークの構築） 

森林の持つ多面的かつ公益的機能を持続的に維持することが必要であり、林業全体で取

り組むために、林業関連団体間での連携を図ります。 

 

【現状と課題】 

⑴ 輸入による木材価格の低迷により、森林施業意欲の低下及び林業の衰退のため人材の

確保が課題となっています。  

 ⑵ 林業の振興を図るため、地域での木材の地産地消の仕組みづくりが必要です。 

⑶ 林業従事者の確保のため、林業に関心を持つための施策が必要です。 

 

ポイント 

⑴ 森林資源の把握による持続的な森林整備 

 ⑵ 木材の地産地消のための関連団体との連携 

 ⑶ 林業の魅力発信 
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【施策の方向】 

⑴ 林業従事者確保のための持続的な森林整備 

⑵ 林業体験、里山体験学習を活用した林業の魅力発信  

⑶ 林業関連団体間でのネットワークの構築 

 

【施策】 

⑴ 林業従事者の育成・確保 

 ア 林業事業体※における雇用の安定を図るための持続的な森林整備 

イ 技術向上のための補助金制度導入の検討 

⑵ 林業事業体※へのスマート林業※の推進 

  林業事業体※の収益性と作業の安全性の向上を図るため、ＩＣＴ※の普及や森林整 

  備を低コスト化する一貫作業システム（高性能機械）導入の支援 

⑶ 林業関連団体との連携・魅力発信 

  ア 林業関連団体間でのネットワークを構築し、情報共有、課題の解決に向けた取組み 

の実施 

  イ 市民への森林への興味、理解を深めるための木育の実施 

 

【期待される効果】 

⑴ 持続的な森林整備による従事者の確保 

⑵ スマート林業※の普及により安全性の向上や森林整備の低コスト化 

 ⑶ 地産地消の普及と林業全体の活性化 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

林業関連団体間のネットワーク加盟数 

（累計） 
０団体 ８団体 

 

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ 信州の森林づくり事業 

 ⑵ 高性能林業機械導入推進事業 

 ⑶ 林業関連団体間でのネットワークを構築・魅力発信 
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３－２ 森林・林業の専門職の配置 

長期的・広域的な視点に立って地域の森林づくりの全体像を示すとともに、技術的支援

を的確に指導できる森林総合監理士※（フォレスター）相当の技術者を配置します。 

 

【現状と課題】 

⑴ 森林資源の正しい把握と計画的な森林整備及び木材生産が課題です。 

⑵ 職員に森林・林業政策に精通する専門的な技術者の配置が必要です。 

⑶ 長年の経験を有し、森林の持つ多面的かつ公益的機能を持続的に維持する森林政策を

実現するため、外部からの専門的な意見を取り入れていくことが必要です。 

  

ポイント 

⑴ 長期的、公益的な視点に立った森林・林業政策の遂行 

 ⑵ 森林総合監理士※（フォレスター）相当の技術者の人材確保 

⑶ 現場の抱える課題の把握  
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【施策の方向】 

⑴ 長期的・広域的な視点による地域の森林づくりの全体像の構築 

⑵ 森林総合監理士※、森林施業プランナー相当の技術者の人材確保 

⑶ 林業・木材産業の成長産業化 

 ⑷ 外部からの専門的な意見の活用 

 

【施策】 

⑴ 森林総合監理士※（フォレスター）相当の市職員の配置 

 長期的、公益的な視点に立った森林政策を実現するため、森林総合監理士※（フォ 

レスター）相当の市職員の配置 

⑵ 専門的な意見の活用 

   外部からの専門的な意見を取り入れるための場の創出 

   

【期待される効果】 

⑴ 長期的、公益的な森林政策の実現 

⑵ 外部からの専門的な意見聴取による具体的かつ継続的な施策の実現 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R3） 目 標 値（R8） 

森林総合監理士※（フォレスター） 

相当の市職員の配置（累計） 
０人 １人 

 

【目標に向けた主な取組み】 

 ⑴ 長野県や（一財）長野県林業労働財団との連携 

 ⑵ 林業関連団体との連携 
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４ 鳥 獣 の 生 息 管 理 
 

有害鳥獣による被害対策として、個体数調整による適正な野生鳥獣管理に努め、野生鳥獣

と人間との共存を図ります。 

また、農林作物への被害対策としては、猟友会や地域捕獲隊との連携、支援を行い、地域

ごとの有害鳥獣対策の充実を図ります。 

 

４－１ 個体数調整 

 松本市鳥獣被害防止計画に基づく総合的な対策により、鳥獣被害の削減に努めます。 

 

【現状と課題】 

⑴ 鳥獣による農林業被害は、中山間地域等を中心に深刻化しています。 

⑵ 松本市では、松本市鳥獣被害防止計画を策定し、銃器・檻
おり

による捕獲対策、電気柵 

等の設置による防除対策、緩衝帯整備による生息環境管理など、鳥獣被害の削減に向け

  た総合的な対策を講じています。 

⑶ 猟友会員の高齢化が進み、６０歳以上の会員が全体の約７割を占めており、新規会員

  の確保が課題となっています。 

⑷ 山林に近接する集落等では、クマの出没が多発し、安心して外出できないなど市民生

  活に影響を及ぼしています。 

 ⑸ 捕獲した個体が地域の有用な資源として十分に活用されていません。 

 

ポイント 

⑴ 鳥獣による農林業被害防止 

⑵ 猟友会員や地域捕獲隊員の人材確保 

⑶ 猟友会や地域捕獲隊への支援 

 ⑷ 警察、猟友会員と連携した安全対策 

⑸ 捕獲した野生鳥獣のジビエ（食材）としての活用 
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【施策の方向】 

⑴ 松本市鳥獣被害防止計画に基づいた対策 

⑵ 市民生活の安全確保に向けた取組み 

 ⑶ 地域の有用な資源とするための取組み 

 

【施策】 

 ⑴ 捕獲対策  

  ア 猟友会、地域捕獲隊への支援 

 イ 捕獲向上のためのＩＣＴ※システムの導入の検討・研究 

 ウ 警察、猟友会との連携による安全対策の実施 

⑵ 生息管理 

  ア 鳥獣の生息や出没を制御するための計画的な森林整備 

  イ 警察、猟友会等との出没情報の共有 

 ⑶ ジビエの活用 

   ジビエの販路開拓の推進 

 

【期待される効果】 

⑴ 農林業被害の軽減 

⑵ 猟友会員や捕獲隊会員の作業効率化による新規会員の増加 

⑶ 住民の安全確保 

 ⑷ 捕獲した個体の有効活用 

 

【指標・目標値】 

指  標 現 状 値（R2） 目 標 値（R8） 

鳥類の捕獲数 ３，６９０羽/年 ３，８００羽/年 

獣類の捕獲数 ２，５１５頭/年 ２，６００頭/年 

 

【目標に向けた主な取組み】 

⑴ 猟友会や地域捕獲隊への活動経費補助 

⑵ 猟具(わな、檻
おり

)の貸与 

 ⑶ 会員の確保に向けた、新規鉄砲所持許可取得、更新に係る経費の補助 

⑷ 松本地域野生鳥獣被害対策チームとの連携 

⑸ 計画的な森林整備 

⑹ 県の事業と連携した信州ジビエの推進 

 

 

 


